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1. はじめに 

1.1. 本実証の背景・目的 

生産年齢人口が減少する中、人手不足は恒常化しうる問題である。中小企業では、経営者の高齢化に伴う
事業承継の問題を含め、経営課題の上位に「人材の不足」が挙げられており、特に成長・拡大を志向する中
小企業では、企業の持続的成長・発展や地域活性化に必要な付加価値創出を担う「中核人材」確保を戦略的
に進めていくことが必要であり、経営支援機関等による経営支援～人材発掘支援～フォローアップのシーム
レスな支援が望まれる。  
貴庁がこれまで実施してきた、経営支援機関と人材支援機関の連携による中核人材確保スキームの実証の

取組がより広域かつ大規模に、面的に広がることを目的として、地域において複数の経営支援機関等による
連携体(以下、「地域ネットワーク」または「地域 NW」という。)を形成し、経営支援機関等が個別あるい
は連携して、効率的かつ効果的に中小企業の経営課題の明確化から人材確保等までの支援をシームレスに行
えるよう、経営支援機関等へのノウハウの提供を含めた仕組みづくりの実証を行うための事務局事業を実施
する。   





5 

 

1.3. 全体像 

1.3.1. 実証事務局運営の観点 

本事業の全国事務局として、実証事業者事業の業況把握及び、進捗管理を行うとともに、実証事業者から
参画機関へのノウハウ移転の有効性を含む取組の成果把握を行う。 

1.3.2. 事業全体の運営・管理等 

各実証事業から月次報告書にて連携される活動実績、取組の進捗状況、今後の課題把握を行い、必要に応
じて他の実証事業者へ連携を実施する。進捗管理に留まらず、各実証事業者との連携を通じた実証のクオリ
ティコントロールまで実施する。 

⑴ 月次 MTG の実施 

⑵ 中小企業庁との定例 MTG の実施 

1.3.3. 実証事業に対する助言・支援・情報共有など 

実証事業者が各事業フェーズで抱える想定課題・タスクに対して、コンサルタントは伴走型でスピーデ
ィ・リアルタイムな助言・情報提供を行う、問題の未然防止、目標達成に向けた業務遂行を支援する。 

⑴ 協議会の開催 

⑵ その他実証事業補助に対する工夫等 

1.3.4. 分析、ノウハウ及び課題の抽出 

中小企業庁および実証事業者へのフィードバックや事例集作成という目的に加え、各実証事業者の取組に
対する評価を念頭に置き、観点・項目を整理する。 

⑴ 評価の実施 

1.3.5. 全国的な取組の推進 

研究会を開催し、検討が必要となる、担い手の要件定義や、移転が必要なノウハウ等について検討を行
う。また、実証地域に限らない全国的な取組の展開を目的として、実証対象地域以外のエリアでの勉強会を
開催する。 

⑴ 研究会の実施 

⑵ 人材紹介サービスの情報収集 

⑶ 実証地域外での勉強会の開催 

⑷ 事例集の作成 
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2. 事業全体の運営・管理等 

2.1. 月次MTG 

2.1.1. 目的・背景 

各実証事業者の取組を把握し、取組のクオリティコントロールを行い、取組の有用性を評価するために、
各実証事業者と実証事務局の間で月例での MTG を行う。 

2.1.2. 取組の概要 

事務局作成の月次報告に、各実証事業者が取組の内容について特に定量データを中心に記載する。月次報
告書を基に、当初の計画通りに取組が遂行されているかを確認する。また、実施における課題や気づき・工
夫についてヒアリングを行う。課題には、コンサルタントが持つ知見の提供や情報共有を行う。実証事業の
中で得られた気づき・工夫については、事務局で整理し、他の実証事業者への共有を行う 
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2.2. 定例MTG 

2.2.1. 目的 

各実証事業者の取組の進捗状況の共有、研究会や協議会の開催に係るご相談等、事業運営で必要と思われ
る中小企業庁との打合せを定例にて実施した。 

2.2.2. 実施概要 

中小企業との打合せを原則週例にて実施、加えて必要に応じて追加開催を行った。主な内容は以下の通
り。 

 研究会資料の作成・検討・意見交換 

 協議会資料の作成・検討・意見交換 

 各実証事業者の取組の進捗状況の共有、意見交換 

 実証事業から得たノウハウの共有、意見交換 

 実証事業の課題 

 各種タスクの確認、検討 等 

 







14 

 

 地域機関のモチベーションは確かにばらつきがある。その中でモチベー
ションが高い機関がどのような機関かというと、数年前から人材支援に
ついて民間と提携して進めており、かつ現状で行き詰っている機関であ
る。そのようなところは、今回のテーマでモチベーションが上がってい
る。既存の人材会社との支援では、ステップ 3 だけ切り出して、「こう
いう人材が欲しい」というリクエストを民間人材会社に対して横に流し
ているだけである。ステップ 3 の求人像の絞り込みを経営者自身がやる
と、高度人材の場合ミスマッチングが起こりやすい。また、多くの中小
企業が、人材サービスを使ってまで解決するべき課題なのか、お金をか
けてまで解決すべき課題なのか腹落ちしておらず、現状塩漬けとなって
いる案件が多い。 

副業兼業に軸を置いた人
材確保支援を行う場合、
ソリューションが念頭に
あることで発生する難し
さや、対応 

 あくまでも入り口としては経営課題を扱っている。ソリューションとし
ての、兼業副業人材と相性が悪い場合は、理由も FB している。経営課
題について、経営者の覚悟が出来ていない状態で外部人材を入れた場合
ハレーションが起きてしまう。そのため、ステップ 1,2,3 のところで課題
を整理して、本当に人材支援をするか精査して、ソリューションありき
にはならないようにする必要がある。 

 現状、兼業副業人材についてあまり理解していない経営者に、経営課題
の話を通じて兼業副業人材の提案をすると、興味を持ってもらえる機会
は多かった。具体的なイメージに沿って提案することができれば、より
広がりが出るのではないか。 

地域における NW 形成の
コンセプト 

 NW形成の目的として 2点想定している。1点目は、人材確保ノウハウの
共有を行うことである。二点目は、地域での人材確保支援を深めるため
に、連携を促進するための意見交換等を行っている。上記の 2 本立てが
コンセプトとなっている。 

 上手く連携できそうなところはどこか。我々として悩んでいる点は、金
融機関の相互の情報共有は難しいということである。 

 地域金融機関同士の個別の企業支援の案件の連携に関しては難しい。一
方で、事例共有はしたいという意見を頂いている。地域金融機関に相談
が来たけれども、兼業副業に関する知見がないという場合は、商工会議
所やプロ拠点等を紹介しながら相談にのるという連携が実際に動いてお
り、成果も出ている。 

各経営支援機関の連携可
能性について 

 地域金融機関と、地域公的経営支援機関の連携は、具体的な動きが出て
いる。例えば、地域の中小企業から兼業副業人材の活用に興味があると
いう相談が信金に来た場合、信金ではその点の支援を行っていないの
で、ノウハウがある商工会議所やプロ人材拠点に連携して、同行支援や
情報支援を行っている。また、その後のステップはプロ人材拠点に引き
継がれるというような動きがある。 

 既に、プロ人材拠点と商工会議所が受託を受けて連携している。経営支
援機関から求人が流れて来るスキームは既に出来上がっている。今まで
は、そこから人材会社へオファーするという流れだったが、現在はそれ
と合わせて、地域に人材マッチングの機能が出来ている。複数の企業で 1
人をシェアリングしたいというニーズがあり、兼業副業人材は非常のス
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 担い手育成において直面した課題・対応 
 今後に向けた取組 

 地域でこの取組が持続していくための取組・工夫 
 より広い取組にしていくための取組・工夫 
 今後地域で核となっていく機関へのノウハウ移転の取組 等 

3.2. その他実証事業補助についての工夫等 

3.2.1. 月次MTGでのコンサルティング業務 

月次 MTG において、各実証事業者より進捗状況・課題・ノウハウの共有を頂いた。それらを踏まえて、
実証事業者によるその後の実証事業での取り組みがより効果的かつ円滑に行われるために、コンサルティン
グ支援を行った。  















24 

 

 課題抽出の能力を有する優秀な支援人材を見つけられるか、発見パ
ターンをつくりたい。 

 優秀な支援人材を育成する仕組みの構築が重要。 
経営者等の意識
の醸成 

 外部人材活用を図るためには、まず経営者の気づきが大事。 
 うまく人材確保し、業績をあげている企業をロールモデルとして、
成功体験の共有を図る。 

 体力があり自社採用中心で、外部の人を入れないスタンス、小規模
でも課題に気づき採用すれば発展できるのに、一歩踏み出せないな
ど、企業によって様々。経営者の気づきにおいても、一律の支援で
なく、こういう層にはこういうことが大事と考えるべき。 

支援ターゲット  支援する中小企業のイメージは？セーフティネット的に全社を支援
するのか、一部企業の引き上げを行うのか。 

第 2 回 
研究会 

支援ターゲット
企業の設定 

＜支援ターゲットとなる中小企業の条件＞ 
 1.5 列目企業 
 サプライチェーンでの重要な役割や、社会的波及効果のある企業 
 育ちそうな企業、育ちたい意欲のある企業(人材投資を回収し収益を
上げる能力がある) 

 上記に加えて、サブカテゴリーを設ける(産業・ステージ) 
地域での経営支
援機関による
NW の形成・連
携 

 行動指針(credo)を作成し、それに賛同する機関から producer を出
してもらう。 

 コミットメント力を上げるため、Credo の中に選任を置くというこ
とを must 条件として加える。 

 営業活動により経営課題を見つけて案件化する(producer の役割)、
案件を金融機関、商工会議所、よろず支援拠点、など各専門家に引
き渡しする。 

経営支援機関の
人材確保支援能
力の向上 

＜担い手能力のコンピテンシーの抽出方法＞ 
 Producer 的能力があると予測される人から候補を洗い出し、ヒアリ
ングする。 

 Producer 能力(コンピテンシー)の要件定義をする。 
 上記の Producer 候補のコンピテンシーを明らかにする。 

第 3 回 
研究会 

支援ターゲット
企業の設定 

 事業再構築補助金の対象企業を中核人材確保事業の支援企業ターゲ
ットとすることに関して、研究会委員からの賛成の声が多い。 

 補助金の対象外の企業でも新しい取組に意欲があり、また、なりた
い姿のビジョンを明確に持っている企業は支援の対象になり得る。 

大企業人材の 
マッチング 

 大企業人材を副業・兼業人材として中小企業と関係構築する成約事
例が出てきている。 

 リカレント教育として大企業人材と中小企業が一緒に課題抽出・実
行支援を行うプログラムを実行し有用であった。 

 都内の大企業人材が地方の中小企業支援を行うことには精神的ハー
ドルが高いため、上記の教育プログラムなどで徐々に慣れてもらい
支援のイメージを持ってもらうことから始めることが良い。 
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支援人材の評
価・見える化の
検討 

 評価、見える化を行うためには人材要件を定義する必要があり、そ
の場合、全国にいる著名な人物に話を聞いて能力要件を抽出し、ど
のように育成するか検討すればいいのではと思う。 

 支援全体を担う支援者と、一部の専門的な支援を行う支援者と二段
構えの体制を取る方が良い。 

事業の成果目標
のゴール設定 

 他省庁も含めた事業のポートフォリオを作成し全体像を把握するこ
とが有用であると考えられる。 

 地域内のコミュニティを作り、支援企業先、人材のニーズ、連携す
るべき機関を整理し、紹介し合う体制をとることで地域の蘇生に繋
れば良い。 
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5.2. 中小企業支援に有用な人材紹介サービス等に係る情報収集 

5.2.1. 目的 

人材紹介、人材派遣、媒体等の既存サービス等情報収集、対応範囲・地域、特徴、強みなどに合わせた整
理を行い、実証事業者に対し、状況に応じて情報提供を行う目的で調査を実施した。 

5.2.2. 概要 

主に、近年数多くの事業者が登場している兼業・副業に関する人材紹介サービスの状況等についてデスク
リサーチを通じて調査を実施した。また、金融機関やプロフェッショナル人材戦略拠点の状況については、
類似事業の経験から実態の収集・把握が可能であり、実証事業者並びに中小企業庁との打ち合わせで都度情
報共有を実施した。 

5.2.3. 兼業・副業に関する人材紹介サービスの状況に関するデスクリサーチ 

 背景 

モデル就業規則の改定や副業・兼業の促進に関するガイドラインの策定により、政府として、副業・兼
業の普及促進の取組を進めている。また、首都圏大企業管理職に対する調査結果によると、COVID-19
の影響により、特に 35~44 歳において地方で働くことの関心が強まり、首都圏大企業管理職に対する調
査結果によると、地方中小企業への月に 1~3 回程度の副業については、世代を問わず半数以上が興味を
もっていることが明らかとなっている。 
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※ みらいワークス「2020 年度首都圏大企業管理職の地方への就業意識調査」より抜粋 

また、総務省の就業構造基本調査からも、副業人口は増加しており、割合も上昇していることがわか
っている。 

これら状況を踏まえて、副業を取り巻く人材紹介サービスについて確認をしてみると、職種ごとに
様々にマッチングサービスが乱立しており、適切なサービスの選定が困難となっていることがわかる。 

 

※ フリーランス協会「フリーランス白書 2019」より抜粋 

 調査(類型の整理) 

副業・兼業人材獲得におけるマッチングは「エージェント型」と「プラットフォーム型」の二つに大別
されると考えられる。エージェント型はいわゆるエージェントを介してプロジェクト単位で人材紹介を行
うサービスに対し、「プラットフォーム型」とはインターネット等を用いて、直接企業と副業人材を繋げ
るサービスである。 
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それぞれの特徴を考えると、「エージェント型」はサポート体制が厚くマッチング適合度が高いといった
特徴があり、「プラットフォーム型」は費用が安いといった特徴が挙げられる。 

 

必要な人材要件に応じて適切な事業者を選定していくことが求められるが、本事業における中核人材を兼
業・副業で確保する場合にはエージェント型の人材紹介サービス事業者と連携していくことが強く望まれ
る。またこの傾向については兼業・副業人材に関わらず、常勤雇用についても同様のことが言えると考えら
れる。 

5.2.4. 類似事業の経験を踏まえた金融機関、プロフェッショナル人材戦略拠点の情報連携 

本事業の実証事業者が形成した地域ネットワークにも複数参画している金融機関と、プロフェッショナル
人材戦略拠点について、事務局である PwC コンサルティング合同会社は内閣府「先導的人材マッチング事
業」、「プロフェッショナル人材事業」を受託した経験から実態の収集・把握が可能であり、実証の状況に
応じた実態を踏まえた情報提供を実証事業者、貴庁に対して実施し、連携を促進した。 

 プロフェッショナル人材事業 

45 道府県に設置されているプロフェッショナル人材戦略拠点では、地域の金融機関や民間人材ビジネス事
業者と連携してプロフェッショナル人材のマッチングを推進している。 

 

プロフェッショナル人材戦略拠点の成功要因や、プロフェッショナル人材戦略拠点が他の経営支援機関に
求めること等を拠点マネージャーにヒアリング等を実施した上で、打ち合わせ等の中で共有した。 








